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1．はじめに
　1949年9月に新制教育職員免許法（以下教免法）が施行され，教員養成系大学以外でも教員
免許が取得できる，いわゆる解放制が導入された。これを受け，明治大学では，翌1950年4月
に教職課程が発足した。この教免法の下で，教員養成系大学以外の一般大学では，2単位の
「教育実習」科目に対し，現場で2週間の教育実習を行うことが一般的であったが，当時の明
治大学教職課程の主任教授三木寿雄氏は，現場に対して3週間の教育実習を求めてきた。これ
を受け，明治大学付属明治高等学校・中学校（以下本校）では，現在に至るまで3週間の教育
実習を実施している。
　その後，何度かの教免法の改正があり，「教育実習」科目は，現在3単位（事前・事後指導
を含む）履修することになっているが，現場での教育実習の期間は，以前と変わらず2週間が
一般的である。1997，1998年度明治大学教職課程年報によれぽ，明治大学学生（大学院生・科
目等履修生を含む）の教育実習期間は，2週間が933名，3週間が17名で，本校を除けぽ，ほ
ぼすべての学校で2週間の教育実習を行っているのが現状であり，3週間の教育実習は，現場
の高等学校・中学校では全くと言っていいほど行われていない。
　ところが，1998年に改正された教免法（以下新教免法）では，中学校の教員免許取得課程に
対して5単位の「教育実習」科目履修を義務づけており，現場での教育実習期間も3週間に延
長されることが予定されている。新免許法においても，高等学校の教員免許取得課程に対する
「教育実習」科目は，従来通り3単位（教育実習期間も2週間）であるが，高等学校・中学校
両方の教員免許取得希望者が多い現状から考えれば，高等学校の現場でも，3週間の教育実習
を行うケースが増加することが予想される。
　本校で従来から行われている3週間の教育実習は，教員養成系以外の大学で一般的に行われ
ている2週間の教育実習と比較して，いったいどんな利点があるのだろうか。今回の教免法改
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正を機に，数十年にわたって3週間の教育実習を続けている現場の立場から考察する。
2．本校における教育実習の現状
　本校では，教育実習を毎年1学期（前期），2学期（後期）の2回に分けて行っている。例
年，前期の教育実習は6月上～中旬の3週間，後期の教育実習は9月中～下旬の3週間行われ
る。1999年度は，前期は5月31日～6月19日，後期は9月6日～25日に行われた。本校で教育
実習を行う実習生は，年によるぼらつきはあるものの，各期とも3～5名程度で，そのなかに
本校卒業生が1～2名含まれていることが多い。実習生の担当教科は，明治大学に設置されて
いる学部を反映し，理科（農学部，理工学部），社会科（高校の地歴科・公民科を含む）（文科
系各学部），英語科（文学部），数学科（理工学部）の順に多い。また，ごく少数ではあるが，
明治大学以外の大学に進学した本校卒業生などが実習を行うケースがある。
　本校では，実習開始の約1週間前に教育実習打ち合わせを行っている。この打ち合わせに
は，本校から，校長，教頭，分掌主任，実習生係教諭，教科指導教諭，ホームルーム指導教諭
など，本校の教育実習に関わる全教員が出席するほか，大学側から教職課程指導教員も出席す
る。ここでは，「教育実習生必携」を配布し，それぞれの自己紹介等を行った後，個々の実習
生と指導教諭との間で詳細な打ち合わせが行われる。筆者は，これまで10名の実習生の指導教
諭となってきたが，この段階では程度の差こそあれ，実習生の教育実習に対する意識は今一歩
で，実習に対する意気込みは感じるものの，実習校，実習教科，実習学年等に対する調査も不
十分なことが多い。特に後期実習生は，打ち合わせ日が大学の夏期休暇期間中であることなど
からか，この傾向が顕著である。また，このことは，実習生が教職を強く希望しているか否か
とはあまり関係がない。したがって，実習生に対して注意を喚起し，問題を提起する意味で
も，1週間前に打ち合わせを行うことには大きな意味がある。
　実習が始まると，1～2日目は，教頭，分掌主任によるオリエソテーションが5時間行われ
る。ここでは，教頭が「教師としての心構え」について，教務・生徒指導・総務・進路指導の
各分掌主任が，それぞれの分掌の業務内容についての説明を行う。これは，各分掌の業務内容
の理解を深めるのと同時に，各分掌業務を通し，実習生が本校のカラーを知るための手がかり
の一つになっている。しかし，実習初期の実習生にとって，分掌業務の説明が中心のオリエン
テーションは，なかなか吸収しづらいようだ。言うまでもなく，中等教育における教員の業務
は極めて多岐にわたっているが，そのなかでも柱になる業務は，教科指導，学級経営，分掌業
務，部活動指導の4つで，このうちのどれか一つが停滞しただけで学校運営が大きく混乱して
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しまうことは論を待たない。このなかで，最も生徒の目に触れにくいのが分掌業務である。分
掌には，なかには生活指導，生徒会，保健など直接生徒に関係するものもあるが，そういった
分掌でさえ，直接生徒の目に触れない業務が多い。これまで，一生徒の立場でしか教員の業務
を見たことがない実習生にとって，分掌業務の重要性について今ひとつ認識しづらいのはやむ
を得ないことであろう。とはいえ，分掌業務は複数の教員が連携を図りながら遂行していくと
いう点で，他の業務とはやや性格を異にしているうえ，学校によってその業務内容が微妙に異
なり，それが学校のカラーを醸造している場合も多いため，やはりこの時期に分掌業務のあら
ましを説明すべきなのであろう。
　オリエンテーションと並行して，授業参観や，ホームルームにおける指導がスタートする。
指導教諭の方針によっては「習うより慣れろ」ということで，実習初期から教壇実習を行う実
習生もみられるが，本校ではそのような実習形態をとることは比較的少なく，教壇実習時間は
10時間程度で，2週間目に入ってから教壇実習が始まるケースが多い。これは，1997，1998年
度明治大学教職課程年報に示されている教壇実習時間の平均（実習期間2週間の場合で，平均
教壇実習時間は14．4時間）と比較してみてもかなり少ない。筆者も，教育実習1週目の目標
を，「生徒観察」，「生徒理解」においているため，この期間は授業参観に専念させており，実
習生は，特別な事情がない限り1日6時間フルに授業参観を行っている。この時期，実習生は
教科指導技術の習得に視点が向きがちである。その心理はわからないではないが，「生徒観
察」，「生徒理解」が教科指導の前提条件であり，それが不十分なまま授業を進めようとする
と，生徒の実態に即さない独善的な授業に陥りやすく，特に，経験の少ない実習生はこの傾向
が強いことから，やや過酷とも思われる授業参観を課しているわけである。また授業参観は，
実習生の専門教科と関係なく，配属されたホームルームや学年の授業を中心に参観するよう指
導しているため，実習生の専門とは異なる教科の授業参観が多くなる。これには一長一短があ
るが，前述の「生徒観察」，「生徒理解」を授業参観のポイントとするならぽ，教科（教員）に
関係なく授業参観することによって，生徒が教科（教員）によって授業に対する姿勢をどう変
化させるか，同じ教員が同じ内容の授業を別のクラスではどのように教えているのかといった
こと，生徒が授業に集中できるのはどんな授業展開をしたときか，集中力が散漫になるのはど
んな状況で，その時教員はどんな手だてを講じているのか，といったことが比較的容易に理解
できるため，筆者は，特に実習初期において，教科（教員）に関係なく授業参観することが有
効であると考えている。
　本校では始業前，放課後にショートホームルームの時間が設定されていないため，ホームル
ームにおける毎日の指導は，毎朝の点呼，放課後の清掃と学級日誌の指導が中心になる。ここ
で大切なことは，毎日の決まった指導の中に生徒との接点を見つけ，それを手がかりに「生徒
観察」，「生徒理解」を深めることである。幸いなことに実習生と生徒の年齢差は小さく，また
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利害関係もない。そのため，実習生に対し，生徒が親しみをもって接することが多いため，
「生徒観察」，「生徒理解」が比較的容易であることは多く指摘されている通りである。可能で
あれぽ，加えて昼食時，放課後，部活動等の時間を利用し，さらに多くの生徒と長時間交流す
ることによって，より「生徒観察」，「生徒理解」を深めるべきである。
　実習終了後に聞いてみると，実習生にとってこの時期（1週目の終わり）が実習中で最も苦
しい時期のようである。生活習慣の変化（特に出勤時刻が早いことは，不規則な生活になりが
ちな大学生にとっては相当つらいそうだ），環境の変化のなかで，緊張を持続しなけれぽなら
ない時間が多く，また処理すべき業務も山積している。肉体的にも精神的にも限界に近づいて
いるのがこの時期である。
　実習が2週目にはいると，筆者は，これまで行ってきた授業参観に加え，実習生の専門教科
の授業を学年を越えて参観するよう指導している。この時期になると教壇実習も近づいてくる
ため，実習生は教科指導にも力を入れなけれぽならない。専門教科の授業参観は教壇実習にと
って直接参考になるため，たいへん重要ではあるが，教壇実習が近いことを考えると，実習生
が教壇実習を行う学年の「生徒観察」，「生徒理解」を並行して行う必要もある。そのため，ホ
ームルームや学年の授業参観も継続して行わなけれぽならない。また，この時期は，教材研究
や授業計画の立案も開始しなけれぽならないため，実習生の負担は相当なもので，教材研究や
授業計画の立案は在校中だけでは終わらず，自宅に持ち帰ることが多い。
　本校は，中学校が1学年3クラス，高等学校が5クラスである。したがって，実習生は教壇
実習として同じ内容の授業を，中学校を担当している場合は通常3時間，高等学校を担当して
いる場合は5時間行う。前述した通り，筆者の場合，実習生の教壇実習時間は10時間を基準に
しているため，中学校を担当している場合は新しい内容の授業を3～4回，高等学校を担当し
ている場合は2～3回程度行うことになる。授業形態や展開方法にもよるが，筆者は，実習生
の教壇実習時間としてはこの程度が適当であると考えている。これより多い時間数になると，
教材研究や授業計画が追いつかなくなるおそれが強く，これより少ないと，前回の教壇実習の
反省をもとに，次回の授業計画を立案する機会が減少する。
　筆者の場合，教壇実習の授業形態・展開方法は実習生に任せているが，筆者が実践している
「対話型」の授業を勧めている。この授業形態は，授業を展開するときは基本的に教科書を使
用せず，教師の発問と，それに対する生徒の発言のキャッチボールを何回も繰り返すことによ
って，生徒自身が持っている興味・関心や知識を引き出し，しだいに結論を導いていく形式の
授業で，教師の発問に対する生徒の発言の予測がつきにくいため，教師側の臨機応変な対応と
豊富な知識，洞察力が必要となる。また，当然，クラスによって生徒の発言内容が異なってく
るし，こちらの意図した通りの発言があるかどうかもわからない。したがって，この形式の授
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業を実践するときは，相当綿密な教材研究や，授業計画が必要である。また，この形式の授業
は，生徒たちが常に自分の頭で考え続け，発言するため，非常に活発で成果の多い授業になる
可能性がある反面，発言の交通整理を一歩誤ると，喧燥に包まれ，収拾がつかなくなる授業と
化してしまう。これまで筆者が指導教諭となった実習生は，筆者の授業を多く参観してきたた
めか，困難を承知で，自分の教壇実習でもこの形式を採用することが多かった。そのため，想
定問答集を作成してあらゆる発言に対応しようとしたり，フローチャートによってどんな授業
の流れになっても結論を導けるように工夫するなど，独創的な方法で授業計画を練っていた。
　この時期の実習生は，授業参観に加え，連日の教材研究や授業計画の立案のため，肉体的に
は第1週以上に疲労している。しかし，教壇実習の成功という具体的な目標が設定できている
こと，1日の生活のリズムがある程度確立してきたことなどからか，精神的にはかなり充実し
た状態にあることが多い。また，実習のゴールが見え始めたことも理由の一つかもしれない。
　実習の第3週は，連日の教壇実習の反省を積み重ねながら，研究授業の成功に向けて教材研
究や，授業計画の準備を進めるとともに，研究授業の学習指導案を作成することが大きな仕事
となる。また，第3週は，同時期に実習を行っている他の実習生の教壇実習，研究授業が頻繁
に行われるため，その授業参観も自分の授業の参考になる。
　通常2週目から行われる教壇実習において，最初の数回は失敗に終わることが多い。ただ
し，その授業を失敗と思っているのは実習生本人だけで，指導教諭である筆者にとっては相当
の確率で予想できており，次回の授業に向けた材料づくりととらえている。「失敗」に終わる
原因は実習生によって異なるが，ある程度共通していることは，授業計画の立案の段階で，内
容を詰め込みすぎていること，「生徒観察」，「生徒理解」が不十分だったため，実習生の発問
に対する生徒の発言の交通整理ができなくなったり，予期しない生徒の発言で，立ち往生して
しまうケースなどである。また，それ以前の問題として，声が小さい，黒板の方を向いたまま
話をしているため，実習生の声を生徒が聞き取りづらい，間の取り方が悪いなど，生徒が集中
できない環境で授業を行ってしまうケースも散見された。こういったことは，事前に実習生同
士で授業のデモソストレーションを行うなどの方法で解決できる問題である。
　教壇実習も数時間が終わると，緊張感がとれてくるとともに，いい意味での余裕が生まれて
くる。また，「失敗」を経験したことによって，授業を「成功」させるために必要なことがら
が明確化してくる。他の実習生の教壇実習を参観して，「失敗」を目の当たりにすることも自
分の実力向上に大きな役割を果たす。「生徒観察」，「生徒理解」をきっかけに，生徒との交流
のなかで生徒の人格を肯定的にとらえ，共感しながら生徒と接している実習生のところには，
放課後など，控室に生徒が集まりだすようになってくる。実習生が急速に力をつけるのはこの
時期である。
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　3週間の実習の集大成は研究授業である。本校では，時間割の変更により，当該教科の専任
教諭は全員研究授業を参観できる体制を整える。また，校長をはじめ，分掌主任，授業参観等
を通じて実習生と関係のあった教員など，多くの教員に学習指導案が配布されるため，多いと
きには10名以上の教員が研究授業を参観する。研究授業のスケジュールは，実習生代表を通じ
て大学にも連絡されるため，大学側から教職課程指導教員も参観する。教壇実習経験がこれま
で数時間しかない実習生にとって，この研究授業は今までになく緊張するものだが，不思議な
ことに，筆者が指導した実習生は，その緊張を乗り越え，今までの教壇実習のなかで最も見事
な授業を行うことが多かった。
　実習の最終日には合評会が行われる。出席者は教育実習打ち合わせの時と同じで，本校か
ら，校長，教頭，分掌主任，実習生係教諭，教科指導教諭，ホームルーム指導教諭など，本校
の教育実習に関わる全教員，大学側から教職課程指導教員が出席する。合評会は，校長と教職
課程指導教員からの簡単な講評と，実習生の感想発表があるだけで，10分程度の短いものだ
が，実習生にとっては万感の思いがあるようである。
　3週間の実習を終えた直後の実習生に聞いてみると，「こんな苦しい3週間は大学生活のな
かで初めてだ」という声が圧倒的に多い。しかし，彼（彼女）らは，異口同音に「こんなに充
実した3週間も今まで経験したことがない」と言う。筆者にとっても，彼（彼女）らは3週間
でこんなにも変わるものかと驚くぼかりである。こうして教育実習を終え，やがて彼（彼女）
らは教員免許を取得するわけだが，昨今の教員への就職難が原因なのか，筆者が担当した10名
の実習生のうち，教職に就いたのは2名にとどまっている。彼（彼女）らの教師としての資質
の高さを考えると，非常に惜しい思いがする。
3．今回の法改正による影響
　前章で述べた通り，3週間の教育実習は，それぞれの週に対してはっきりした位置づけがで
きるため，非常に合理的で中身の濃い実習スヶジュールを組むことができる。実習期間をさら
に長期間とれぽ，もっと充実した実習が展開できるのだろうが，そうなってくると，学生がか
なりの長期間教育実習に拘束されるため，学生にとって他の職業選択が難しくなる欠点があ
る。そのため，極めて強い意志で教職を志望している学生以外は，教職課程を履修することが
事実上不可能になり，それは決して好ましいことではない。また，現在の開放制の教職課程
は，多くの教員養成系大学以外の大学で教員免許が取得できるため，多様な人材を教員として
登用できる利点があることや，教員にならないまでも，社会に多数の教員免許取得者を輩出
し，社会全体として，教育に対する理解が深まることを期待できる利点がある。したがって，
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開放制の教職課程を維持したまま，3週間の教育実習の教育実習を課すことが，どちらの側面
から考えても好ましいことであると考えられる。それに比ぺ，現在多くの大学で行われている
2週間の教育実習は，「教職課程履修の容易さ」では優れているものの，実習中，十分な授業
参観の時間が保障されないため，「生徒観察」，「生徒理解」が不十分に終わってしまう可能性
が残る。したがって，教科書に忠実に授業を進めたり，問題集を解くことが中心の授業であれ
ぽ，さほど大きな問題は見えてこないのかもしれないが，それでも，「生徒観察」，「生徒理解」
の不十分さに起因するさまざまな問題が，潜在的には存在する可能性がある。特に，筆者が実
践している「対話型」の授業は，その成立が困難になる可能性が強い。また，教科指導の実力
を向上させるためには，自分で教材研究するだけでなく，他教員の授業を参観する機会を多く
持ち，指導技術を学ぶ必要があるが，2週間の教育実習では，それはなかなか難しいことであ
る。
　教育において，教科指導と生活指導は車の両輪である。そのどちらか片方が不十分であって
も教育は崩壊する。そして，そのどちらの指導も「生徒観察」，「生徒理解」があってはじめて
成立するものであるから，教育実習においても「生徒観察」，「生徒理解」を前提としない実習
は考えられない。そういらた意味において，今回の法改正による教育実習期間の延長は，教育
全体にとっては歓迎すべきものであると考える。しかしながら，少子化の影響で，各地で教員
採用が極端に減少しているため，教職課程を履修したとしても教員に採用される可能性は小さ
いうえに，多くの教員養成系以外の大学においては，教職課程の単位数が増えることによっ
て，これまで以上に学生が教職課程の履修を敬遠するおそれが強くなる。このことにより，教
職希望者の堀りおこしが困難になるだけでなく，教師集団の多様性が失われる危険性があり，
これは，たいへん憂慮すべき事態である。
　教育は斜陽産業であると言われて久しい。もちろん，昨今の少子化がその主な原因である
が，地球の未来を担う子どもたちのための教育が斜陽であっては，地球の未来は非常に暗いも
のとなる。報告の主旨からははずれるが，安心して子どもを産み，育てられる環境の整備が，
関係当局に強く，強く求められる。
一67一
